
180

木材価格に関する研究
一景気動向指数による分析一

松 下 幸 司

The Relationship between the Lumber Price Movement 

            and the Diffusion Index 

               Koji MATSUSHITA

要 旨

木材価格の変動 は基本的には景気変動と密接な関係をもって動いてきた。石油危機の発生,変

動相場制への移行等の経済全体の変化のなかでも基本的なパターンは変わっていない。 こうした

価格変動 と景気変動の対応関係は米国においても同様である。両国とも,景 気の先行指数 と価格

の対前年同月比の間に,そ の転換点がだいたい一致する傾向を認めることが出来る。

我が国の木材価格の動きを説明する指標としては,従 来は景気動向指数(DI)の 累積先行指

数が有効であった。 しかし,1980年 代に入りその有効性が減少 し,現 在では景気総合指数(CI)

の対前年同月比のほうが有効である。

我が国が今後,木 材価格動向指数を作成する場合,考 慮すべき課題は,変 化の大 きさを表現す

るCI的 な手法を採用すること,サ ーベイ ・データを活用すること,海 外指標を取 り入れた国際

指標化の視点をもっことの3点 である。

1.は じ め に

木材価格の短期的変動の規定要因は発生源の地域をもとに分けると,ま ず国内要因と海外要因

に分けることが出来る。ところで,も し我が国が貿易,特 に木材貿易に関 して,小 国の仮定が成

立するのであれば,海 外要因 はいわば国内要因とは独立に扱 うことが可能であるか も知れない。

しかし,我 が国は世界最大の木材輸入国であり,木 材に関してはこの仮定は成立 しない。従って,

我が国の木材市場に関する変動は海外に影響を与えることも考えられる。2国 間,例 えば日米の

比較を行なうのであれば2国 間モデルを作成することによってもある程度 この問題は回避できよ

う。 しか し,さ らに東南アジア等を視野に含めた場合は困難が生ずる。

木材需要は,建 築活動,産 業活動等の景気全体に関係する面が強い。従 って,景 気の総合指標

を基に議論を行なうのが第一次接近として妥当である。本論文では,木 材価格と景気指標の関連

にっいて若干の検討を行なう。議論の順序は,第2章 で景気動向指数 ・基準日付の紹介を行い,

第3章 で特に日米を取り上げ両国の木材価格 ・景気動向の関連を検討する。最後に,第4章 で木

材価格に関する先行き指標にっいてその考え方を述べ,ま とめに代えることにする。
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2.景 気動向指数

(1)DIの 概略

最初に景気動向指数(DiffusionIndex,DIと 略す)を 簡単に紹介 しておこう1}。これは景気

との関連が深い幾つかの経済時系列データをもとにそのうちのどのくらいが上昇 したかを数値化

した簡単なものである。 例えば,こ れまでの実績から景気 と一致する(山 ・谷などの時間的一

致)こ とが知 られている系列が10個 あるとすると,あ る月にそのうち6系 列が上昇傾向を示せ

ば

DI=6/IOx100=60(%)

となる(変 化のない系列は0.5と して扱 う)。 この指数は必ずしも安定 しないことから,あ る程

度の平準化作業を必要 とする。簡単な方法としては,移 動平均をとることである。ただこの場合

は,移 動平均のために前後数ヵ月の欠損値が生まれるという欠点を持っ。もう一っの方法は上昇

下降を判断する際の基準月を前月ではなくもう少 し前に,例 えば6カ 月前のデータと比較するな

どの方法がある。 この場合は最新データの欠損を免れることが可能である。DIは,そ の基礎資

料となる諸系列が景気全体の動向に比べて,先 行するか,一 致するか,遅 行するかによって3種

の系列に分けることが出来る。それぞれ,先 行指数,一 致指数,遅 行指数と呼ばれる。一致指数

が50%ラ インを割る時が景気の山(Peak)で あり,そ の逆が景気の谷(Trough)で ある。DI

は政府によって提供 される公式の基準日付(景 気の転換点)の 基礎資料を提供するものであり,

我が国では昭和35年 以降,経 済企画庁によって作成 ・公表 されている。 なお,詳 細は経済企画

庁D2)・松下3)を参照されたい。 また,DIは 景気動向の転換点を見ることを第一 目的にして変数

が選択 されており,景 気の 「大きさ」「強さ」等をみるための指標ではないことを断わってお く。

ところで景気変動をこのような時間的順序関係のみか ら集計 して しまうことは多くの捨象する

部分があることも事実である4>。かつて全米経済研究所(NationalBureauofEconomicRes-

earch,NBER)に よるDI作 成作業に対 してカウルス委員会(CowユesCommission)の 計量経

済学者より 「理論ぬきの測定」 との厳 しい批判を浴びた手法であるが,し かしながらこの手法が

長く使用 されているのは,こ れに変わるべき指標がないか らである。景気循環の1回1回 に特徴

があり,そ の拡張あるいは縮小の原因は一概にいうことは出来ない。 また,そ の背後にある需要

構造の変化などを画一的に与えることはそもそも困難なことである。 これは経済全体ばかりか産

業ごとに作 られる部門別DIに もいえることである。 「今日,経 済予測にっいてあらゆる観点か

ら最 もす ぐれた方法というものは存在せず,景 気動向指数はとくにその速報性のゆえに一つの判

断材料 として予測に重要な役割を果 している」n)との評価が一般的になっていると考えられる。

(2)日 本の景気動向指数

現行の系列は先行指数が13系 列(註1)か ら,一 致指数が11系 列(註2)か ら,遅 行指数が

8系 列(註3)か らなる。註に掲げた諸指標からわかるようにDIは 数量変数中心の実質ベース

で作 られている。先行指数には日経商品指数(総 合)が,あ るいは遅行指数には全銀貸出約定金

利のように価格変数も一部採用されているが,こ れら変数 も価格変数を代表 しているのでなく実

質経済活動を表現する指標と考えられている(小 林:,')。図1は1954年 以降の先行系列 ・一致系

列 ・遅行系列である(5ヵ 月移動平均を行い指標をならしてある)。 なお,景 気の山から谷にか

けて,す なわち景気の後退期には斜線を記入 している(以 下の各図では特に断わ らないが同様で



ある)。必ず しも先に述べた原則通 りではないが,転 換点はほぼこの一致系列(図1の 中段)が

50%ラ インを上か ら下へ切る付近に設定されていることがわかる。

この図をまとめたものが表1で ある。1986年 か ら始まる現在の循環は戦後の第11循 環にあた

る。 表より平均周期は47カ 月であり,こ の手法で観測される経済変動 は短期循環(キ チン波)

に相当することがわかる。周期をもとに考えると戦後の景気変動は大きく2期 に分けることがで

きる。すなわち第1次 石油危機による後退をみた第7循 環以降の第II期 と,第6循 環までの第1

期である。 どちらも周期自体は4年 弱 と余り変わらないが,拡 張期間が3年 から2年 へと縮小 し

ている。第2～ 第5循 環では縮小期間が1年 前後 と安定 し,ど れだけ景気が持続するかが1循 環

の周期を規定 してきたのに対 し,第II期 では逆に拡張期間は2年 前後と安定し,縮 小期間が周期

を規定する。 そして,そ の理由としては第6循 環では 「第1次 石油危機」,第8循 環では第2次

石油危機,第9循 環では 「円高不況」のように外生要因が取り上げられるのが特徴である。

ところで,図1の ような一定間隔の値をとる数値列 は景気判断の基準が先に述べたように

50%ラ インの上下にあることか ら見にくい点があり,図2の ような累積DIが 使用されることが

多い。 累積DIはDIよ り50を 引いたものを累積 していった指標である。つまり,景 気の拡張局

面(DI>50)で は累積DIは 増加 し,縮 小局面(DI<50)で は累積DIは 減少を示す。 そして
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表1日 本の景気変動
一

景 気 の 基 準 日 付 周 期(月)拡 張

循 環D周 期

谷 山 谷 拡 張 後 退 周 期(%)

11-11951-611951-101-141-1-

211951-1011954-111954---127110137173

311954-1111957-6f1958-6131112143172

411958-611961-1211962-10142110152181

511962-1011964-1011965-10124112136167

611965-1011970-711971-12!57117174177

711971-1211973-1111975-3123116139159

811975-311977-111977-1012219131171

911977-1011980-211983-2128136164144

1011983-211985-611986-11128117145162

1111986-111-1-1-1-1-1一 一
第2～6循 環 の平均36124875

第7～10循 環の平均25204556

第2～10循 環の平均31154767

資料)経 済企画庁 「経済変動観測資料年報(昭 和63年 版)」,p.225

経済企画庁 「日本経 済指標」1988,No,4

田原昭四(1989)第1表

註1)第1循 環か ら第6循 環の拡張局面 には以 下の名前が付 け られている。

第1循 環(朝 鮮動乱 ブーム)・ 第2循 環(投 資消費景気)・ 第3循 環(神 武景気)・ 第4循 環

(岩戸景気)・ 第5循 環(オ リンピック景気)・ 第6循 環(い ざなぎ景気)。

50%ラ インとの交点(DI=50:転 換点)で は累積DIは 増加 も減少もしない(極 大極小点とな

る)。 つまり累積DIの 増減が景気の拡大 ・縮小の指標となることを意味する。 なお,DI自 体の

説明のところで述べたように数値(図2縦 軸目盛り)そ のものには意味はなく,こ れは累積DI

でも同様である。 しか し,短 期的な予測等においては十分利用可能な変数である。
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図より一致指数 は景気の転換点を定めるたあには有効であるが,こ の指数は転換点以外では直

線的な動 きを示 しており,動 的な面では先行指数 ・遅行指数の方が優っていることを指摘できる、

先行指数のピークを見てみると,転 換点より半年程度先行 しており,景 気指標 としての有効性を

示 している。 一致指数のように直線的な動きではないため,1967年 のように他指標との関連か

らみて景気後退という程のものではないものの,「 中だるみ」 といった感 じもある程度表現可能

といえよう。っまり極大点が必ずしも景気の山の前触れというわけではなく,そ の他の指標等と

相互に検討を加えた上で景気の先行 き予測が行なわれる。遅行指数に関して述べると,山 より谷

が重要な役割を果たす。図より明らかなように,遅 行指数の谷は明瞭でしかも実際の谷に比べて

遅れて発生することから,谷 を再確認する役割を持っ。一般的に,景 気観測は山よりも谷の確認

が難 しいとされる。遅行指数のもう一っの使用方法は一致指数 と併用 し,景 気の局面分割に利用

する。図中のT(景 気の谷)か ら遅行指数の谷の間は一致指数は増加 しているものの遅行指数は

依然減少を示 している。っまり,総 合的にみれば拡張期ではあるが,波 及産業 ・部門においては

まだ谷を迎えていないため 「回復」,遅 行指数の谷か らP(景 気の山)に かけては一致指数 ・遅

行指数ともに増加 しており 「上昇」,Pか ら一致指数の山にかけては一致指数は減少 しているが

遅行指数がまだ増加 しており 「後退」,一 致指数の山からTに かけては一致指数 ・遅行指数とも

に減少 しており 「下降」のように定義する(局 面分割には幾つかの方法 ・表現が検討されている

が,こ こでは吉田6'を引用 した)。

(3)米 国 ・東南アジアの景気動向指数

米国における景気動向調査は古 くか ら行なわれている。現行の先行指数 は12系 列(註4)か

ら,一 致指数は4系 列(註5)か ら,遅 行系列 は6系 列(註6)か ら構成されており,各 系列の

値は図3の 通 りである。図1同 様に5ヵ 月移動平均により若干であるが平準化を行なっているが

指標そのものの短期的な動きは我が国のDIに 比べて大きくその分,判 断が難 しくなる。 表2は,

各循環の転換点 ・周期等を表にまとめたものであるが,1854年 から1858年 にかけての循環を第

1循環 とすると1982年 より拡張局面にある現在の循環は第31循 環となる。平均周期は日本より

やや長めで約4～5年 である。後退期間が1年 前後で安定 してお り,周 期は景気拡大期間が決定

するといってよい。 図 正か ら図2を 求めたようにして,図3よ り累積DIを 求めることができる

が,そ の結果が図4で ある。 なお,商 務省の公式の基準日付においては後退と認定されなかった

ものの,1984年 第2四 半期 より1985年 末までは経済成長率が減少 し,通 常 「グロース ・リセッ

ション」 と呼ばれている(長 田9))。

東南アジア諸国は産業に占める工業 シェアの高まり,工 業品貿易(対 米 ・対日)の 国民経済に

占める割合の上昇により,近 年では日米の景気変動 と連動する短期的変動を見せるようになって

きている9〕。アジア経済研究所9)がアセアン諸国を対象に景気基準日付を作成しているが,そ の結

果をまとめると表3の ようになる。 過去のデータは不明であるが,少 なくともこの15年 間は周

期3～4年 の短期的変動が観察されている。

(4)景 気動向の国際比較

さて,各 国の景気動向にはどの程度の関連性を見いだすことが出来るのであろうか。かって,

「アメリカがくしゃみをすれば…」 とい うことが言われたがこのことを景気動向指数で検討 して

みよう。図5は 日本を巡る木材貿易国(日 本 ・米国 ・マレーシア ・インドネシア)の 景気循環の

タイミングのみを図示 したものである。

まず日米の比較か ら検討を始めよう。両者は関係ないとはいえないが,直 線的な関係にあるわ
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表2ア メ リカ の 景 気 変 動

景 気 の 基 準 日付 周 期(月)拡 張循

環D周 期

谷 山 谷 拡 張 後 退 周 期(%)

111854-1211857-611858-12130118148163

211858-1211860-].OI1861-612218130173

311861-611865-411867-12146132178159

411867-1211869-611870-12118(18136150

511870-1211873-1011879-3134165199134

611879-311882-311885-5136138174149

711885-511887-311888-4122113135163

811888-411890-711891-5127110137173

911891-511893-111894-6120117137154

1011894-611895-1211897-6118118136150

1111897-611899-611900-12124118142157

1211900-1211902-911904-8121123144148

1311904-811907-511908-6133113146172

1411908-611910-111912-1119124143144

1511912-111913-111914-12112123135134

1611914-1211918-811919-314417151186

1711919-311920-111921-7110118128136

1811921-711923-511924-7122114136161

1911924-711926-1011927-11127113140168

2011927-1111929-811933-3121143164133

2111933-311937-511938-6150113163179

2211938-611945-211945-1018018188191

2311945-1011948-1111949-10137111148177

2411949-1011953-711954-5145110155182

2511954-511957-811958-413918147183

2611958-411960-411961-2124110134171

2711961-211969-1211970-1111061111117191

2811970-1111973-1111975-3136116152169

2911975-311980-111980-715816164191

3011980-711981-711982-11112116128143

3111982-111-1-1-1-1-1一

第1～16循 環 の 平 均27224856

第17～22循 環 の 平 均35185366

第23～30循 環 の 平 均45115680

第1～30循 環 の 平 均33185165

資 料)U.S.DepartmentofCommerce,BureauofEconomicAnalysis:
"HandbookofCyclicalIndicators"

,Table-10,1984
"BusinessCo

nditionsDigest",1989-4

註1)循 環 番 号 は1854を1と し筆 者 が 与 え た 番 号 で あ り公 式 番 号 で は な い 。
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表3ア セ ア ン諸 国 の景 気 変 動

景 気 の基 準 日付(年)周 期(月)拡 張国 名
・循 環n周 期

谷 山 谷 拡 張 後 退 周 期(%)

11-11975-411976-51-1131-1-

211976-511980-311980-1214619155184

タ イ31980-121981-81982-98132138
411982-911983-1211986-1115125140138

511986-11-1-1-1-1-1-1

第2～4循 環 の 平 均23163959

11-11977-1211979-21-1141-1-

… ネ シ ア11979-21982 -101981-111984-71982-1°1985-73321111244337564

411985-71-1-1-1-1-1-

1'11967-1111968-1111969-311214116175

2'11969-311970-111972-7110130140125

311972-711974-211975-6119116135154

マ レ_シ ア41975-61977-31977-92162778

511977-911980-311982-6130127157153

611982-611984-1111986-5129118147162

711986-51-1-1-1-1-1一

第1～6循 環 の平 均20173754

111975-411979-1211980-10156110166185

211980-1011981-511983-417123130123

シ ンガ ポ ー ル31983-41984-21986-310253529

411986-31-1-1-1-1-1一

第1～3循 環 の平 均24194456

11-11975-411976-31-1111-1-

211976-311977-111977-711016116163

311977-711980-111980-11130110140175

フ ィ リ ピ ン41980-111983-81986-533336650

511986-51-1-1-1-1-1一

第2～4循 環 の平 均24164160

ア セ ア ン5力 国 全 循 環 の単 純 平 均2)23163958

資 料)長 田(1988)附 図 よ り作 成 。

但 し,*印 の循 環 は篠 原 ・田 原(1988)第5-2表 に よ る。

註1)循 環 番 号 は筆 者 が便 宜 的 に設 定 した もの で あ り公 式 の もの で は な い。

2)周 期 の確 定 して い る循 環 に関 す る集 計 値 で あ る。



けではないことも明 らかである。 しかし,以 下のような関係を観察することが出来る。1973年

以前では,日 本 とは無関係ないしは日本 に先行する傾向があったのに対 し,1973年 以降では日

本とは無関係ないしは日本と一致する傾向がみられることである。1973年 以降で,日 米が一致

しない後退期間は2回 あったが,2回 目の1985～1986年 にっいては次の点を指摘 しておきたい。

さきにも述べたように,こ の期間は公式には後退とは認定されなかったものの,い わゆる 「グ

ロース ・リセッション」の時期であり,後 退期間としては日本の1985年 か ら1986年 に相当する

といえよう。 こうしてみると1977年 の 「ミニ ・リセ ッション」を除 くと,1973年 以降,日 米の

景気転換点はほぼ一致(な いしは対応)し ている傾向にあることを指摘できる。

東南アジア,と くに我が国と木材貿易上重要なマレーシアとイ ンドネシアはどうであろうか。

各国のDI構 成内容に関する資料を入手 していないのと,DIの 歴史がまだ浅いことから必ず しも

断定的には述べることは出来ないが,マ レーシアに関 しては日本の景気変動 と酷似 している910

現行のDIの 構成内容であるかどうかはっきりしないが,篠 原 ・田原1°)によるとマ レーシアの先

行DIの 構成要素 は輸出 ・輸入 ・農業生産指数 ・製造業生産指数 ・鉱業生産指数の5系 列か ら

なっている。従って,マ レーシアにとって最大の輸出先である日本の経済動向を敏感に反映する

傾向が現われているといえよう(長 田9う。

3.木 材価格 と景 気動 向指数

(1)日 本における景気変動と木材価格変動

以上,景 気動向指数自体の説明を行 ってきたが,以 下では木材価格との関連性にっいて検討を

加えて行 くことにしよう。なお,樹 種別等の細かな分析は別稿に譲ることとし,本 論文では日銀

卸売物価指数(製 材 ・木製品)を 取 り一ヒげ,そ の概略を述べることとする。また,本 論文では指

数の対前年同月比を採用する(註7)。 以下,こ の名目指数の対前年同月比を単に 「木材価格」
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と呼ぶので注意されたい。対前年同月比を採用する理由は次の2点 である。第1は,短 期的な分

析では季節変動の考慮(除 去)が 必要になるが,対 前年同月比は季節変動を除去する最 も簡単な

方法であるからである。 例えば,5月 の季節指数が80と すると,1989年5月 の値Xは 季節調

整後にはX/o.sと なり,1988年5月 の値Yは 季節調整後にはY/0.8と なる。 従 って,1989年

5月 の対前年同月比は(X/0.8)/(Y/0.8);X/Yと なり,季 節指数は相殺 されてしまう。っ

まり,固 定的な季節指数を採用するのであれば対前年同月比は季節指数を無視することができる

といえる。本分析 は短期的な変動のパターンを検討 しているのであり,部 分的には移動型の季節

調整法(例 えばEPA法 など)を 使用せず,固 定的な指数で十分であることは明らかである。第

2に は,こ の10年 を別にすると我が国では価格 ・数量指数 ともに増加 トレンドが強く,不 況と

いっても実数が必ずしもマイナスに転ずるのではなく,増 加のテンポが鈍るタイプの循環,い わ

ゆる 「成長率循環」が主であったため,比 率のほうがより後退期を明瞭に示すことが期待される

からである。

図6は 木材価格 と景気基準日付との関連を示したものである。 「木材価格」 の循環と基準日付

の対応は,時 期により若干の相違 も見 られるが基本的には一貫 していることをまず指摘できる。

その程度を無視す ると,「木材価格」 は景気の拡張期には上昇 し,後 退期には下降している。 こ

のことは,構 造が変わ ったとされる1980年 代以降 も基本的には変わっていない。なお,「木材価

格」 は1981年 初頭に一っの谷を迎えているがそれに対応する循環がないことが,唯 一の問題点

であるが(あ くまでもここではタイ ミングのみを問題 としている),こ れは基準日付の取り方に

も関係する。再び図1を 見 られたい。1980～1982年 の後退期間中に先行 ・一致 ・遅行の各指数

は一時的に回復(50以 上の値をとる)し ている。 これに対 して我が国では山 ・谷の認定を行な

わなかったのであり,そ の意味でこの後退期 は本当は2っ に分けることも可能である。従って,

図5で 日本の1980～1982年 にかけての後退期は米国同様に実は2つ の時期か らなるわけである
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が,そ の短 い 「回復期」は拡張と認定するほ

どのものでなかったわけである。再び図6に

戻ると,上 記の理由で1981年 の谷はそれほ

ど問題ではない。景気の拡張は必ず しも一様

に拡大するというものではない。図1を みる

と1958年 か ら1961年 にかけての拡大はDI

のうえからは2期 に分けられる(た だ減少が

小さく 「後退」というには及ばない程度のも

のであったと考えられる)が,図6に おいて

この期の 「木材価格」にも2つ の山を観察す

ることが出来る。 同様に,1966年 から1970

年にかけての長期 にわたる拡大(い わゆる

「いざなぎ景気」)期 間中も2つ の山が観察 さ

れる。1988年 当初に先行DIは50以 下 に転

換 しているが,一 致指数 も減少傾向は示 した

ものの50を 割 るには到 っていない,そ の意

味で1988年 の 「木材価格」変動(下 落)も

それに対応 した動 きと考えることも可能にな

るn

これまで述べてきたことは 「木材価格」に限 らず卸売物価一般(木 材同様,日 銀指数の対前年

同月比を採用し,「一般物価」 と表記する)に いえることなのかどうかを検討 してみよう。なお,

上でみたように基準日付のみでなくその判断資料であるDI自 体 と比較する方が得るところが大

きいのでDIと 「一般物価」 と 「実質木材価格」(先 に定義 した 「木材価格」 を 「一般物価」 で

除したもの)を 比較 してみたのが図7で ある。DIと しては変化に対 して最 も敏感な反応を示す

先行指数を取 り上げ,比 較が容易な累積値,っ まり累積先行DIを 用いた。1981年 の谷までにつ

いては 「一般物価」「実質木材価格」 にっいても同様なことを指摘できる。 しかし,そ れ以後に

っいては若干の注意を要する。円高不況とも言われた1985年 から1986年 にかけての景気後退期

には 「一般物価」がマイナス値を示 している。 もちろん,そ れ以前の景気後退期にも一時的にマ

イナスに転 じることはあったが期間は短 く,な によりもその水準が数%と 低 く,物 価の下方硬直

性が見 られたのに対 し,10%前 後の減少が見 られた点が注目される。図中の1(山),2(谷)に

示すように景気の転換点との対応 は一応観察されるものの,そ れ以前 と比較すると差は明らかで

ある。 このように物価が下落するなかで 「木材価格」はそれほど減少 しなかったため,実 質ベー

スでみるとこの景気後退期に木材価格 は上昇を示す こととなり,従 来の関係が崩れている。

以上見たように,1981年 以降,両 者の関係に変化が見 られるが,変 動の転換点という視点か

らは最初 に述べたように基本は変わっていないように思われる(こ れは次章で示す図11か らも

明らかにすることが出来る)。 こうした変化の主たる要因が為替変動にあることが推察されるが,

この問題については別稿で議論する。木材価格 は為替変動,現 地価格変動等によって国内要因と

は無関係に動いているかの考え方 もあろうが,従 来のような明確な形ではないものの,依 然景気

循環との関係を保っていることに注意する必要がある。

(2)米 国における景気変動と木材価格変動

米国について も同様の分析を行なってみよう。図8は 米国労働省労働統計局が作成 している卸



売物価指数の製材 ・木製品の対前年同月比と米国景気基準日付を比較 したものである。古い月別

データが入手出来なかったので長期的なパ ターンを述べることが出来ないが,米 国全体をとって

みて も我が国同様のDIと 価格変動 の関係を観察出来 る。なお,す でに述べたように米国では

1985年 か ら1986年 にかけて 「グロース・リセッション」が見られ,木 材価格 もそれに対応 しそ

の時期にはマイナスに転 じている,と 読むことが出来る。米国西部の針葉樹で我が国へも輸出さ

れているDouglasFirを とりあげて,同 様の分析を行ったのが図9で ある。1982年 までは景気

の上昇 ・下降期 と価格の上昇 ・下降期は相当程度一致 していたと言 ってよい。 しか し1984年 以

降の動きは,累 積 して考えると下降ではないが明確な上昇でもなく,従 来ほど明確な対応関係に

なっていない(移 動平均をとれば山 ・谷の関係は一応対応する)。 こうした対応関係,及 びその

関係の変化がDouglauFir特 有のものであるか否か,ま たその原因にっいてはまだ分析 してお

らず,こ こでは問題点の指摘にとどめ,別 稿で議論することにしたい。

しか し,国 際間(本 論文では日米)の 景気基準日付が大体一致 し,そ れぞれの国で木材価格が

景気動向に連動 している点は重要である。我が国の木材価格変動の原因を米国木材価格の変動に

求める場合,現 地におけるこうした景気動向との関連 も検討すべきである。単に現地価格が上昇

した,で は景気の一致を示 しているのか,対 日輸出価格が上昇 しているのか区別できないからで
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ある。

4.お わ りに一新 たな指標 の作成一

近年,こ れまで議論 して きた一国全体のDIで はなく産業別DIを 作る動きが見 られるように

なってきている。関連産業 としては,紙 ・パルプに関 して紙 ・パルプ連合会による先行系列重視

のDI作 成が1961年 以来続けられている(註8)。 林業に関 してこうした独自の指標を作成(註

9)す る上で考慮 しておく問題を3つ 述べて,本 論文のまとめに代えたいと思 う。

第3章 で若干の検討を加えたように,「 木材価格」 と基準 日付の関係が見 られるが,こ のこと

を利用 して価格分析,特 に予測への応用について簡単に触れてお く。DIを 利用してどの程度一

致するかをみたのが図10で ある。 ここでは,DIと して累積先行DIが 採用されている。先に述

べたようにDIは 本来,水 準を示す指標ではないので目盛 りは無視 している(適 当に合わせた)

ので,上 下の方向のみ見られたい。 水準を示す指数ではないものの,1980年 頃までの変化 は,

相当程度近似 している。 この点にっいてはかって触れたが3),し かし1980年 以降,転 換のタイミ

ングは対応 していても水準にっいては全 く参考にならない。これには2っ の問題点がある。第1

はDIと いう指標がもともと水準を示す ものではないことに起因する。 これはDIの 問題点 とし

てよく指摘されてきた。 ところで,現 在,我 が国ではDIと 以下に述べる景気総合指数(Com-

positeIndex,CIと 略す)を あわせて景気動向指数 と呼んでいる。CIと は 「景気変動の大 きさ

やテンポ(量 感)を 観察するため,採 用指標の変化率を合成することによって作成された指数

(60年=100)」1°)で ある(註10)。 我が国ではCIの 歴史がまだ浅 く,そ の有効性 にっいてはま

だ確認されていないのに対 し,米 国ではCIの ほうが普及 していると言われるW。 まだその有効

性が十分確認されていないが,と りあえず先行CIを 使って図10同 様の分析を行なった結果が

図11で ある。 なお,CIは1985年 を100と する指数であることか ら比較のためCIの 対前年同月

比を用いた。先の図10に 比較 して,こ の指標はタイミングのみでな く振幅においても相当程度,

「木材価格」に連動 しており,図10に 比べると予測指標としてより有効であると思われる。第2



193

は,第3章 で述 べ た よ う に現 行 のDIは 実 物重 視 が明 確 で あ る た めで あ る。 第1次 石 油 危 機 以 前

に は価 格 変動 と数 量 変 動 は大 体 似 た傾 向 を 示 して きた と い って よい で あ ろ う。 これ は林 業 経 済 に

限 らず経 済一 般 に も広 範 に言 え そ うで あ る。 しか し,1973年 以 降,価 格 変 動 が 必 ず し も数 量 変

動 と連 動 す る とい うわ けで は な くな って い る。 これ は,石 油 危機 等 の外 因,為 替 レー トの 変 化等

の従 来 に は な か った要 因 の 登場 が あ げ られ る。 第3章 の考 察 の 際 に も述 べ た よ うに,外 因 は と も

か く,為 替 レー トと価 格変 動 の 関係 に つ いて は今 後検 討 を加 え な け れ ば な らな い。

次 に使 用 す る デ ー タ につ いて述 べ よ う。 近 年,様 々 な ビ ジネス ・サ ー ベ イ ・デ ー タが 使 用 され

るよ うに な って き た。 予想 や判 断 に 関 す る主 観 的 デー タを,素 早 く集 め る こ とが 出 来 るの が 利点

で あ る。 木 材 に 関 して は 日本 木 材 備 蓄 機 構 によ るデ ー タ(註11)が あ るが,原 木 等 の購 入 ・販

売 量 が 対 象 に な って お り価 格 に関 す るサ ーベ イ ・デ ー タは と られて い な い。 サ ー ベイ ・デ ー タは

一 般 に短 い期 間 の 見通 し(高 々1年 程 度)し か カバ ー出 来 な い と され,こ れ が 問 題 点 で あ る19)。

過 去 数 年 間 の 実 績 を グ ラ フ表 示 し,そ の後 の 動 きに関 して好 きな よ うに グ ラ フで 表 現 させ る グ ラ

ホ ス コ ピー(Graphoscopy,graphicsurveyingmethodの 略 称)と い う方 法 がApeloig'2°'に

よ って 提 案 され て い る(原 論 文 が入 手 難 の ため,本 説 明 は 日本 へ の紹 介 論 文is>に負 う)。 木材,

特 に 輸 入 木材 の場 合,現 地 契 約,出 材 時 期,日 本 まで の輸 送 な ど を考 慮 す る と,単 に 「+」 か

「一」 か 「0」 か の三 者 択 一 テ ス トで はな く,グ ラホ ス コ ピー の よ うなあ る程 度期 間幅 を も った

ビ ジネ ス ・テ ス トは効 果 が あ る ので は な いだ ろ うか。

と こ ろで,第2章 で述 べ た よ うに,1973年 以 降 日米 の 景 気 が 一致 す る(な い しは時 期 的 なず

れ はあ る もの の対 応 が は っ き りす る)傾 向 が 見 られ る。2度 の 石 油 危 機 に伴 い景 気 の国 際 的一 致

(あ る い は波 及)関 係 が 明 らか に な って お り,景 気 分 析 も従 来 か ら各 国 で行 な わ れ て き た一 国 の

み の 分析 で は不 十 分 に な りつ つ あ る。 世 界各 国 のDI作 成 で は,米 国 コ ロ ン ビア大 学 の国 際景 気

研究 セ ンター(CIBCR)が 世 界10数 力 国 のDIを 作 成,さ らに主 要7力 国(ア メ リカ ・カ ナ

ダ ・日本 ・イ ギ リス ・西 ドイ ッ ・フ ラ ンス ・イ タ リア)の 値 を集 計 し,地 際 経 済 指 標(IEI)が

試作 され て い る2D。 また,米 国NBERは 米 国 の 主要 貿 易 相 手 国 のDIを 作 成 し輸 出予 測 を行 な っ

て い る6)0そ の ほか で は,OECD指 数(註12),EC指 数 な どが比 較 的知 られて い る。 日本 は木材

貿易 に お い て最 大 の輸 入 国 で あ り,産 業 別 指 数 作 成 の 際 に もこの 国 際 化 の視 点 が必 要 で あ る。 こ

れ ら指 標 の作 成 は今 後 の課 題 と した い。

註

1)先 行系列は最終需要財在庫率指数*,原 材料在庫率指数*(製 造業),新 規求人数(除 学卒),実 質機械

受注(船 般 ・電力 を除 く民需),建 築着工床面積(商 工業 ・サービス),新 設住宅着工床面積,建 設

工事手持月数,耐 久消費財出荷指数,日 経商品指数(総 合),マ ネーサ プライ(M2+CD),収 益環

境指数(製 造業),投 資環境指数(製 造 業),中 小企業業況判 断来期見通 し(全 産業)の13系 列か ら

算定 され る1〕。*印 は逆サ イクルであ る。

2)一 致系列 は生産指数(鉱 工業),原 材料消費指数(製 造業),電 力使用量,稼 働率指数(製 造 業),労

働投入量 指数(製 造業),投 資財 出荷指数(除 輸送機械),百 貨店販売額,商 業販売額指数(卸 売業),

経常利益(全 産 業),中 小企業売上高(製 造業),有 効求 人倍率(除 学卒)の11系 列か ら算定 され

る0

3)遅 行系列 は最終需要財在庫指数,原 材料在庫指数(製 造業),常 用雇用指数(製 造業),実 質 法人企業

設備投資,家 計消費支出(全 国勤労者世帯),法 人税収 入,完 全失業率*,全 銀 貸出約定平均 金利 の

8系 列か ら算定 されるD。*印 は逆 サイ クルで ある。

4)週 平均労働時間(製 造業),週 平均失業保険初回受給 者数*,新 規受注額(実 質,製 造業 ・消 費財 ・原

材料),購 買行動,新 規企業設立指数,工 場 ・設備 の契約 および受注高(実 質),民 間住宅新規着工

承認指数,手 持 ちおよび受注在庫の純変化**(実 質),景 気に敏感 な原材料価格指数の変化率 ・Y,株

価指数,マ ネーサプ ライ(実 質,M2),流 動 資産総額の変動 率*の12系 列か ら算定 される2ビ1。*印は

逆 サ イクルを示す。 また,**印 の系列 は移動平均 による平準化済みであ る。



194

5)非 農業雇 用者数,個 人所得(実 質),鉱 工 業生産指数,製 造業 および商業の売上高(実 質)の4系 列

か ら算定 される2㌔

6)平 均失業継続期間*,製 造業お よび商業 の対売上高在庫率(実 質),生 産一単位当 りの労働 コス ト,プ

ライム レー ト,商 工業貸出残 高 《実 質),個 人所得 に対す る消費者 賦払信用 の比率 の6系 列か ら算定

され るY'tiO*印 は逆 サイクルを示す。

7)対 前年 同月比 の使用 につ いては本 文中で も触れて いるように長所 もあるが問題点 もあることを指摘 し

てお く。 それ は,一 般 に変化率 を採用す ると転換点 が前方 に移動す ることで ある。 実数 ベースで頂

点 に達す るときより,そ の数 ヵ月前に最 も高 い成長率を示すためであ る。 なお,1954年 ～1977年 を

対象 に木材価格(日 銀指数,木 材 ・同製品)に つ いて検討 してみ ると,対 前年同月比を とることに

よ って山 は5ヵ 月先行 し,谷 も同様の理由か ら9ヵ 月先行す る3)Oこ の関係 に注意 した上で使用す る

ことが必要で ある。 従 って,景 気 の局面分解 などの際 には,対 前年 同月比 の使用 は注意を要 す ると

いえよう。

8)先 行系列 は在庫率(7系 列),東 証株価(紙 パ10社 平均),機 械受注額(民 需 ・除船舶)か らな り,
一致系列 は販売量(5系 列)

,価 格(5系 列),新 聞広告量(印 刷 イ ンキ販売金額の12系 列か らなり

遅行系列 は生産量(2系 列),価 格(3系 列),鉱 工業製品在庫指数,製 造業原材料 在庫指数,全 国

銀行約定平 均金利 の8系 列 か らなる。 景気変動の タイ ミングを表現 するDIと ともに,景 気 の振 幅を

表現す る 「成分分析」 を当初発表 して いたが実態 との乖離 が大 き く1975年,廃 止 された231。

9)木 材価格に関 しては玉国 の研究24)がある。 採用系列 は,製 材生産指数,パ ルプ生産実績,木 造 建築工

事,石 炭 出炭高,国 鉄木材輸送実績,日 銀物価指数(パ ルプ,洋 紙,人 絹,石 炭の4系 列),通 貨性

預金高の計10系 列である。 現行 の経済企画庁DIが 実物重視 であるのに対 し,物 価指数 が4系 列加

え られてい る点が注 目される。本 文で も述べ るよ うに今 日で は為替変動 によ り実 物中心 の指標 は必

ず しも満足すべ き結果 とはならず,こ う した価格変数 の重視 は今 日でも必要な視点であ る。

10)具 体的 な作成方法にっいては経済企 画庁Dを 参照 されたい。 手 順のみ簡単に述 べる と,ま ず各指 標の

変化率を計算,っ いで過去5年 を対象 にその計算値 の平均 ・標準偏差 ・偏差基準変化率を計 算す る。

次 にDIを 構 成す る指標毎 に,い ま計 算 した平均等 を再 度平均 し,合 成変化 率 ・合成変化 率標準偏

差 ・合成偏 差基準変化率 を求め る。 最後 にこれ らを合成 した合成変化率を もとめ,基 準点 を100と

す る指数化 を行な う。

11)丸 太及 び製材品 に関 して,原 木市場,製 材工場,製 品市場,卸 売 問屋,小 売 業者 を対象 に購入量,販

売量 に関 して調査 が行 なわれてい る。 モニ ターは翌月の値が当月 に比 して5%以 上増加 する と予想

され ると きは 「+」,5%以 上減少 のときは 「一」,±5%以 内の変化の ときは 「0」 を答 え る,い

わゆ る三者択一 の 「ビジネス ・テス ト」方式19であ る。 各指標毎 に 「+」 「0」 卜 」 の構成比 を毎月、

『木材需給情報 サー ビス』の なかで公表 している。

12)採 用系列 は 「広義 の産 出高」 が用 い られ,指 標 は成長率循環 の考え方 によってい る。 日本 は,電 力使

用量,稼 働率指数(製 造業),原 材料消費指数(製 造業),生 産指数(鉱 工業),生 産者 出荷指数(鉱

工業)の5系 列か らなるCIが 使用 されて いる2°1。
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Résumé

 This paper is an analysis on the relationship between the lumber price and the 

business cycle. The main data used in this paper are Wholesale Price Index (WPI) 

and Diffusion Index (DI). The results are summarized as  follows  : 

 (  1  ) In Japan, from the Mid- 1950's to present, the peaks and the troughs of the 

yearly changes of the lumber price (WPI estimated by the Bank of Japan) are 
almost the same time as Reference Date (the peaks and the troughs of the business 

cycles determined by Economic Planning Agency). 

 (  2  ) In U. S. A., from 1980 to present, almost the same relationship is seen between 

the fluctuations of the lumber price (WPI estimated by U. S. Dept. of Labor) and the 

Reference Date determined by National Bureau of Economic Research. 

 (  3  ) In Japan, cumulative Diffusion Index (Leading Index) was usefull indicator to 

forecast the lumber price movement. But, after 1980's the effectiveness of forecast 

was decrease. For present, the yearly changes of Composite Index (CI) is the better 

indicator. 

 (4) When we are going to edit something new index on the lumber price, we 

have to pay attention to the following 3  points  : the use of CI method, the joint 

use of survey data, and the viewpoint of the international index.


